


















（有価証券関係）

1.満期保有目的の債券（平成28年3月31日現在）

2.その他有価証券（平成28年3月31日現在）

3.当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

4.減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込
　があると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、
　「減損処理」という。）することとしております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分毎に次のとおり定めて
　おります。
　　　　破綻先、実質破綻先、破綻懸念先　　時価が取得原価に比べて下落
　　　　要注意先　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて30％以上下落
　　　　正常先　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて50％以上下落
　なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは破綻先と同等の状況にある発行会社、
　破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注
　意を要する発行会社であります。また、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。




